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平成 26 年 2月 17 日 

各      位 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式給付信託「ESOP（業績連動型プラン）｣の導入に関するお知らせ 

 

 
 当社は、平成 26 年 2 月 13 日の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をよ

り高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士

気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託「ＥＳ

ＯＰ（業績連動型プラン）｣｣（以下「本制度」といい、本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締

結する信託契約に基づいて設定されている信託を「本信託」といいます。）を導入することにつき決

議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお、本制度の導入に伴い、当社が現在保有する自己株式4,236,452株（平成26年1月31日現在）の 

うち282,600株（499,919,400円）を資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（本信託の受託者

たるみずほ信託銀行株式会社から再信託を受けた再信託受託者）へ一括して処分することを同時に決

議いたしました。詳細につきましては、平成26年2月13日付「株式給付信託（ＥＳＯＰ）に係る第三者

割当による自己株式の処分に関するお知らせ」をご参照ください。なお、当社役員を対象にした業績

連動型の株式報酬制度に係る平成26年2月13日付「株式給付信託（ＢＢＴ）に係る第三者割当による自

己株式の処分に関するお知らせ」によっても、当社が保有する自己株式565,200株が処分されておりま

す。詳細につきましては、平成26年2月13日付「株式給付信託（ＢＢＴ）に係る第三者割当による自己

株式の処分に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

記 

 

１．導入の背景 

平成 24 年 3 月 15 日開催の取締役会において、従業員の長期勤続への功労を目的とし、勤続に応

じて株式を給付する「ＥＳＯＰ（株式給付型プラン）」を導入することを決議いたしましたが、その

後継続して制度の改善について検討して参りました。今般、当社役員を対象とした業績連動型の株

式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」の導入に合わせて、従業員に対しても業績・貢献度に連動し

て株式を給付する本制度を導入することとしました。今後、役職員一丸となって業績の確保、企業

価値の向上に注力して参ります。尚、従前の「ＥＳＯＰ（株式給付型プラン）｣は継続しております。 

なお、当社役員を対象とした業績連動型の株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」の導入に関し

ては、平成 26 年 2 月 13 日付｢株式給付信託（ＢＢＴ）の導入（一部変更、詳細決定）に関するお知

らせ」をご参照ください。 

 

会 社 名 リ ゾ ー ト ト ラ ス ト 株 式 会 社

代 表 者 名 代表取締役社長 伊藤 勝康

コ ー ド 番 号 4 6 8 1  東証 ・ 名証第一部

問い合わせ先 執行役員 経営企画・ＩＲ室長
 相 川  千 絵

電 話 052－933－6519
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２．本制度の概要 

  本制度は、予め定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社グループの従業員に対

し当社株式を給付する仕組みです。 

  当社は、従業員に対し個人の業績・貢献度に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権

の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株

式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するも

のとします。 

  本制度の導入により、従業員の株価及び業績向上への関心が高まり、これまで以上に意欲的に業

務に取り組むことに寄与することが期待されます。 

＜本制度の仕組み＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 当社は、本制度の導入に際し「株式給付規程」を制定します。 

② 当社は、「株式給付規程」に基づき従業員に将来給付する株式を予め取得するため

に、みずほ信託銀行（再信託先：資産管理サービス信託銀行株式会社）（以下、「信

託銀行」といいます。）に金銭を信託（他益信託）します。 

③ 信託銀行は、信託された金銭により、当社株式を取得します。 

④ 当社は、「株式給付規程」に基づいて従業員に対し、「ポイント」を付与します。 

⑤ 信託銀行は信託管理人からの指図に基づき、議決権を行使します。 

⑥ 従業員は、受給権取得後に信託銀行から累積した「ポイント」に相当する当社株式

の給付を受けます。 

※本信託は、公益財団法人財務会計機構・企業会計基準委員会が、平成 25 年 12 月 25

日に公開した実務対応報告第 30 号に準じて会計処理します。 
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【委託者】 

当社 

【受託者】 

みずほ信託銀行 

（再信託：資産管理サービス信託銀行）

 当社株式 



- 3 - 

３．本信託の概要 

(1)信託の種類   金銭信託以外の金銭の信託（他益信託） 

(2)信託の目的    株式給付規程に基づき当社株式等の財産を受益者に給付すること 

(3)委 託 者   当社 

(4)受 託 者   みずほ信託銀行株式会社 

みずほ信託銀行株式会社は平成24年 9月 3日に資産管理サービス信託銀

行株式会社と包括信託契約を締結済であり、資産管理サービス信託銀行

株式会社は再信託受託者となります。 

(5)受 益 者    株式給付規程の定めにより財産給付を受ける権利が確定した者 

(6)信託変更契約日   平成 26 年 3月 3日（予定） 

(7)追加信託設定日    平成 26 年 3月 3日（予定） 

(8)信託の期間    平成 24 年 9月 3日（予定）から信託が終了するまで 

        （終了期日は定められておらず、制度が継続する限り信託は継続します。） 

(9)本制度開始日   平成 26 年 3月 3日（予定） 

(10)追加信託金額  499,919,400 円（予定） 

 

 

以上 


